（様式１）
応　募　書

　　　　年　　月　　日

福岡県知事　服部　誠太郎　殿
団体所在地

団　体　名
代表者氏名　　　　　　　　　　
担当者氏名　　　　　　　　　　　

Tel　　　　　　　　　　　　　
　Fax

　E-mail

　令和７年度ＮＰＯ相談等対応業務について、下記のとおり関係書類を添えて応募します。
記

	業務名
	令和７年度ＮＰＯ相談等対応業務

	定款上の根拠

（ＮＰＯ法人の場合のみ記入）
	

	添付書類
	（１）企画提案書
	様式２

	
	（２）団体調書
	様式３

	
	（３）定款又はこれに代わるものの写し
	

	
	（４）直近１年間の事業報告書の写し又はこれに代わるもの（活動実績がわかる書類）の写し
	

	
	（５）直近１年間の活動計算書、収支計算書若しくは損益計算書及び貸借対照表若しくは財産目録の写し又はこれに代わるもの（財務状況がわかる書類）の写し
	

	
	（６）団体の目的等についての誓約書
	様式４

	
	（７）特定非営利活動促進法第二十条第六号等に該当しない
ことを確認した旨の書面

※任意団体のみ
	様式５


応募書類は上記添付資料を含めて一式とし、
正本１部、副本（正本の写し）３部の合計４部を提出すること。

■代表者氏名

団体の最高責任者で、応募団体の運営に責任を持ち、その署名（又は捺印）により当該団体が本業務の応募に関して責任を持ちうる地位のある者を記入すること。

■定款上の根拠
　応募する業務が、定款に適合していることを明記すること。

　（記入例：第5条（1）○○○○○○○○○○運営事業）

（様式２）
企画提案書
【Ⅰ 実施計画】

	（１）ねらい・運営方針

　応募する業務を実施する上でのねらい及び運営の方針を記入すること。

	（２）業務内容（実施方法、特色）

　応募する業務の内容と、その内容をどのような方法で実施するのか、特色を含めて記入すること。

	（３）効果

　応募する業務の実施により期待される効果について記入すること。

	（４）運営体制

　実施に当たる組織図と、業務に従事される方の氏名、資格・業務経験、役割を記入すること。



　　 ※記入スペースについては、必要に応じて幅を増減、又は別紙添付により記載して差し支えない。
【Ⅱ 業務実施スケジュール】（任意様式）

打合せ、準備、実施など、どのような手順で業務を進めるのかを記入すること。

（様式例）

	月
	業　務　内　容
	実施地域

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	

	月
	
	


【Ⅲ 予算】（任意様式）

必要な経費を費目ごとにまとめ、金額およびその積算内容を記入すること。

なお、経費は応募者全体の収支ではなく、本業務に係る収支のみ記入すること。

（様式例）

	費　目
	金額（円）
	内　　訳

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


※委託契約の対象となる経費例　

業務に必要な人件費、諸謝金、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、賃借料、募集広告費、
資料作成費、委託費等

※委託契約の対象とならない経費例

行政による他の補助金等に採択されている事業、受託団体のメンバーによる会合等の飲食費や定期会報の発行のような、今回応募された業務と直接関わりのない経費、備品の購入など団体の財産取得となる経費等
（様式３）

　　　　年　　月　　日

団　体　調　書

団体所在地

団　体　名

代表者氏名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記名押印又は署名）
	設立年月日

（ＮＰＯ法人の場合は登記の日）
	西暦　　　　　年　　　月　　　 日

	団体の目的
	

	主な事業概要
	

	財政規模
	　　　　　　　　円

	事務局職員数
又は従業員数
	人（うち常勤　　　人）

	会員数
	　　　　　　　　人

	これまでの
主な事業内容

※過去に行政と事業を行っている場合は、それを中心に記載してください。
	期間
	事業名称
	内　容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	連絡先
	担当者
	（フリガナ）

	
	
	

	
	Tel
	

	
	Fax
	

	
	E-mail
	


※記入については、「団体調書記入上の注意」を参照

団体調書記入上の注意

■団体所在地

事務所もしくは活動の拠点先を記入すること。

なお、選定結果等の重要な書類は、この住所の代表者あてに送付するので、確実に郵便が届くよう正確な住所を記入すること。

■代表者氏名

団体の最高責任者で、応募団体の運営及び本業務の応募に関して責任を持ちうる地位のある者を記名押印又は署名により記入すること。
■設立年月日

任意団体が特定非営利活動法人化した場合、任意団体設立年月日を別途括弧書きすること。
■財政規模

特定非営利活動法人、任意団体及びその他の法人の場合は、前年度決算額及び今年度予算額を記入すること。前年度からの繰越金がある場合、それも含めて差し支えない。

■連絡先

業務の計画・実施内容について把握しており、連絡の取れる担当者を記入すること。
電話による連絡方法として、確実に連絡の取れる電話番号（携帯電話も可）を記入すること。
添付書類について

■定款又はこれに代わるものの写し

団体の組織活動の根本原則を記載した書面のこと。

設立者が定めたもので、組織の目的・名称・事務所、役員の任免に関する規定、構成員の資格の得喪に関する規定、組織の意思決定、資産の得喪に関する規定などの基本事項が記載されたものを提出すること。

■直近１年間の事業報告書の写し又はこれに代わるもの（活動実績がわかる書類）の写し
■直近１年間の活動計算書、収支計算書若しくは損益計算書及び貸借対照表若しくは財産目録の写し又はこれに代わるもの（財務状況がわかる書類）の写し
※ 直近1年間とは、応募時点までの1年間、又は直近の決算時点での過去1年間の
どちらでも差し支えない。
（様式４）

年　　月　　日

団体の目的等についての誓約書

団体所在地

団　体　名

代表者氏名　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記名押印又は署名）
当該団体は、下記のいずれの項目にも該当することを誓約します。

記

１　宗教活動又は政治活動を主たる目的とするものではないこと。

２　特定の公職者（その候補者を含む）又は政党を推薦し、支持し、又は反対することを目的とするものではないこと。

３　暴力団、暴力団員が役員や被雇用者である団体、暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体のいずれかに該当する団体ではないこと。

（様式５）

年　　月　　日

特定非営利活動促進法第二十条第六号等に
該当しないことを確認した旨の書面
団体所在地

団　体　名

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記名押印又は署名）
下記の役員については、特定非営利活動促進法第二十条第六号※並びに破産者で復権を得ていない者のいずれにも該当しないことを確認しました。

	役職名
	（ふりがな）

氏名
	住所または居所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


〔注〕役員全員が、特定非営利活動促進法第二十条第六号並びに破産者で復権を得ていない者のいずれにも該当しないことを、代表者の責任により確認した上で提出すること。

証明書類の添付は不要。任意団体のみ提出すること。

※特定非営利活動促進法第二十条第六号　
心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として内閣府令で定めるもの
特定非営利活動促進法施行規則（内閣府令）

第二条の二　法第二十条第六号に規定する内閣府令で定めるものは、精神の機能の障害により役員の職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。
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